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社会的経済におけるサービスの交換関係
一互酬と協同にもとづくサービス取引-

神　原　　　理

1.はじめに

2.社会的経済の概念

3.社会的経済におけるサービスの交換関係

4.社会的経済におけるサービス研究の課題

1.はじめに

本稿の目的は, ｢社会的経済(非営利･サードセクター;SocialEcon-

omy)｣におけるサービスの交換関係(サービス取引の諸特性)について,

既存のサービス論における研究成果にもとづきながら整理し, ｢互酬と協

同にもとづくサービス取引｣に着目したサービス研究の方向性を検討して

いくことにある｡

1990年代の後半以降,日本では社会的経済の進展が顕著になってきた｡

社会的経済とは,協同組合や労働組合, NPO法人(特定非営利活動法人)

といった非営利組織(nonpro丘torganization, association)からなる｢社

会的企業(SocialEnterprise)｣が行う様々な経済活動をいう1｡こうした

社会的企業が提供するサービスは年々増加し,地域社会でも重要な役割を

果たしつつある｡さらに,社会的企業と営利組織(民間企業)との提携･

協同事業も増えてきたことで,社会的経済の進展は市場経済の様々な側面

に影響を及ぼしつつある｡

こうした現状に対して,既存のサービス論では,営利組織と消費者との
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サービス取引(市場交換)を中心的な研究対象とし,サービスの概念や

サービス･クオリティ,顧客満足に向けたサービス戦略(リレーション

シップ形成)などが論じられてきた｡社会的経済におけるサービス取引に

関しては,病院や美術館･博物館といった非営利･公共機関が顧客獲得と

経営効率(収益力)を高めるためのサービス戦略(ソーシャル･マーケ

テイング)が中心的に論じられてきた｡しかし,社会的経済におけるサー

ビス取引の諸特性や,その基盤となる互酬と協同の関係性に関する研究は,

十分な蓄積がなされているとはいえない｡

そこで本稿では, ｢互酬と協同｣の関係に注目し,社会的経済における

サービス取引(交換関係)の研究の方向性について論じていく｡

2.社会的経済の概念

以下ではまず,本稿での基礎的概念となる社会的経済と社会的企業の概

念について整理していく｡

2-1.社会的経済の概念

社会的経済とは,サードセクターや非営利セクターとも称され,伝統的

な民間営利セクターにも公的セクターにも属さない｢社会経済的な起業組

秩(initiatives)｣による様々な経済活動を包含する概念である2｡具体的

には,協同組合とその関連企業,共済団体,非営利組織(NPO)といっ

た様々な法人格によって社会的経済は構成されており,それらを総称して

｢社会的企業(SocialEnterprise)｣という｡社会的企業とは, ｢社会的目

的を実現するための経済事業を担う企業家活動｣であり, ｢非営利の企業

家活動(non-profitentrepreneurship)｣, ｢共同の,或いはコミュニティ

の企業家活動(collective or community entrepreneurship)｣と同義であ

る3｡
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VictorA.Pestofrは,社会を構成する領域として,国家(公共セクター),

市場(民間営利セクター),コミュニティを3角形で表し,国家や市場,

コミュニティそれぞれの欠陥を補う存在として社会的経済をその中心に位

置づけた(図1)4｡

図1　社会的経済の位置づけ

Victor A. Pestoff, "Third Sector and C0-Operative Service-

AnAlternative to ProvatiZation", Journal of Consumer Policy,

No.15, 1992 (岩田正美訳｢ソーシャル･サービスの第3部門

一社会福祉の民営化に関するもう一つの選択肢--｣ 『/]･-_協総

研レポート』 No.5, 1993年)より加筆修正o

社会的経済の進展には,資本主義経済がもたらす様々な問題(ひずみ)

に対して, ｢経済と社会(人間生活)のあり方｣について問い直しを図ろ

うとする現代的な社会運動(問題解決行動)が背景要因となっている｡具

体的には,低成長経済下における雇用問題,女性の社会進出や高齢化にと

もなう働き方の問題,少子高齢化に関わる福祉問題,地域社会における伝

統文化や互助的関係の維持･活性化,環境保全活動などである｡

社会的経済における｢経済｣の意味,及びその再確認の重要性について

は,富沢賢治が次のように指摘している5｡

経済とは生活に必要な財やサービスの供給活動(生産･流通･消費･廃

棄に至る諸活動の総体)をいう｡この点からすれば,生活に必要な教育や
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医療活動を行う組織も経済組織といえる｡しかしこれらの組織は,利潤獲

得を目的としていないことから,伝統的な経済理論では経済事業組織とし

て理解されていない｡利潤獲得活動を経済活動の不可欠の要因とする理解

は,社会の資本主義化にともなって一般化したものであって,経済の本来

の意味を限定するものと言わざるをえない｡社会的経済論は,こうした意

味で｢経済｣の意味の問い直しを求めているのである｡

一方,社会的経済における｢社会(社会性)｣,即ち社会的であることの

要件として, Jacques Defournyは以下の3点を挙げているfi｡

①活動日的,及び余剰の社会化---利潤追求よりも社会的目的の実現を

活動基準として重視していること｡余剰は活動拡大のために再投資さ

れ,組織を統制する人々よりも他の人々の利益になるよう使われるべ

きである(絶対的であれ部分的であれ)｡

(彰非営利資源による資金調達-･･･政府による公的資金と,ボランティア

や寄付などによる非貨幣的資源によって資金調達をする｡社会全体に

わたる幅広い資源の動員や善意は社会的経済の特徴といえる｡

③組織の自律性(autonomous) ･自立性(independent)--固有の意

思決定機関をもち,自律的･自立的な意思決定過程にマルチステイク

ホルダーが参加･関与する(意思決定の民主性)｡

社会的経済の研究においては, a)組織の主目的(メンバーやコミュニ

ティへのサービス), b)組織に対する統制, C)利潤の処分法が重視され

る｡そのなかの法制度的アプローチは,社会的経済の構成組織を協同組合,

共済団体,アソシエーション(非営利組織)という3つのカテゴリー(法

人形態)で捉える方法である｡一方,各組織に共通する価値と原則を重視

する規範的アプローチでは,利潤よりもメンバーやコミュニティ-の貢献

を目的とし,管理の自立性,意思決定過程の民主性,所得分配における資

本に対する人間と労働の優越性といった点に分析の力点をおいている｡
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2-2.社会的企業の諸特性

社会的企業は,経済問題や福祉問題,人々の社会的秤の希薄化といった

社会問題の解決(社会的使命の遂行)をとおして新しい市民社会を多様な

方法で実現しようする経済組織である｡それらは特に,医療,文化,余暇,

福祉といった｢社会サービス,コミュニティ･ケア･サービス,社会的共

通サービス(social, community care and collective seⅣices)7｣の提供に

集中している｡これらの分野は,労働集約型技術が必要で,努力をチェッ

クするのが難しく,消費者が生産費用のすべてを支払えないような生活領

域である｡そのため,社会的企業は,経営資源の多くをボランティアや寄

付といった｢互酬の諸規範と市民参画のネットワークポ｣によって支えら

れている｡社会的企業は,互酬関係にもとづく｢社会資本(Socialcapi-

tal)｣9に由来することで,公共財に準ずる財やサービスを低コストで提供

し,経済社会全体における資源の分配機能を果たしている｡

社会的企業は一般に人々の協同性と非営利の事業性を併せもっている｡

協同性とは,メンバーやコミュニティに共通した社会的ニーズに対して,

メンバーが力を合わせて助け合

いながら取り組むことをいう｡

非営利の事業性とは,収益性を

第一義としない経済活動である｡

こうした性格をもつが故に,社

会的企業はその事業特性によっ

て,既存の協同組合や非営利組

織との接点を深めながら動態的

に変化していく(図2)｡

社会的企業における協同労働

は,資本に雇われるのではなく,

自らが自らを雇うという主体的

図2　社会的企業の概念
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Jacques Defourny, The Emergence of Social En-

terprise, Carlo Borzaga & Jacques Defourny (eds.) ,

Routledge,2001 (内山哲朗･石塚秀雄･柳沢敏勝

訳『社会的企業一雇糊･福祉のEUサードセク

ター-』 ｢緒論　サードセクターから社会的企業

へ｣日本経済評論社, 2004年, 35月)より加筆修正｡
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な働き方を通じて社会的ニーズの充足を図ろうとするものである｡スタッ

フのインセンティブは,金銭的な報酬だけでなく,組織の社会的目的の達

成や,非営利の経済事業から得られる承認や自己実現といった動機とも結

びついている｡それは,生活の中での｢働き方｣を問い直すものであり,

社会的企業が果たすべき重要な役割(社会的機能)といえる｡

社会的企業は,公共セクター,民間営利セクター,コミュニティの3つ

の経済セクターが協同することで社会的共通益を創出するように,経済の

3極それぞれの組織に依拠しながら,様々な方法で経済の3セクターをハ

イブリッド化する10｡社会的企業は,非営利の経済事業をとおして既存の

経済のあり方にアンチテーゼやオルタナテイヴを提示する役割をもってい

るが,時間の経過とともに資本主義経済のなかで営利組織や行政機関と

いった既存の組織形態への制度的｢同形化(isomorphism)11｣を起こして

しまう傾向がある｡

3.社会的経済におけるサービスの交換関係

以下では,既存のサービス研究のなかでも非営利組織のサービス論を中

心に,社会的経済におけるサービスの交換関係について検討していく｡理

論的には,社会的経済アプローチと非営利セクターアプローチとは,組織

の目的,統制,利潤の処分法(利潤の非分配制約)の点で相違がある｡し

かし,多くの社会的企業は共益組織と非営利組織の双方の要素を併せもっ

ており,実証的な面で両者の差はさほどの重要性をもたない｡双方のアプ

ローチを結合し,非営利の経済組織が提供するサービスの概念や役割を明

確化していく上でも,既存のサービス論に依拠しながら議論を進めていく｡

3-1.社会的経済におけるサービス研究

サービスの定義と類型化に関する研究は1920年代にまで遡ることができ
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る｡ PercivalWhiteとWalterS. Haywardは, ｢すべての無形財(intan-

giblegoods)がサービスである12｣とサービスを定義し類型化した｡ John

F.Pyleは,サービスは｢人々が必要とし,また望み,すすんで対価を支

払おうとするすべての活動(activities),及びその他の無形物(intangi-

bles)を含む13｣と定義した｡彼らは,個人的な労働(生産活動)や非営

利サービス(牧師や政治家といった職業)など,すべての無形財をサービ

スとして広範に定義している｡ RobertC.Juddは, ｢市場サービス(Mar-

keted Services)｣は, ｢市場取引の対象が有形商品の所有権の移転以外で

あるような,企業または企業家による市場取引日｣と定義し,市場での取

引に限定したサービス概念を提示した｡

1970年代の後半以降,アメリカや日本では,経済のサービス化が進むに

つれてサービスの経済的価値(交換価値)が高まり,事業を推進する存在

となっていった15｡そうしたなか,サービスがもつ本質的な特性をどうマ

ネジメントし,交換成立に結びつけるかが主要な課題となった｡そして,

財の形態(有形･無形),或いは無形性の度合いによるサービスの特徴把

握16,取引形態(所有権の移転の有無)による分析,様々な財の組み合わ

せによる製品の記述(分子モデル17),製造業とは異なるサービス業独自の

戦略思考の必要性18などが論じられていった｡

1981年に行われたサービス･マーケテイングに関する初めての集中討議

では,金融を中心とする商業サービス,弁護士などの専門サービス,医療

や教育などの非営利･公共サービス,サービス理論に関する研究が取り上

げられている19｡ここでの目的は,サービス･マーケテイングに対する関

心を高め,知識を豊富にすること,そして,サービス･マーケテイングの

主要問題について実務と研究者との対話の機会をつくることにあった｡こ

の会議では,非営利組織に対するマーケテイング概念の適用可能性につい

ても議論が割かれている｡

80年代以降,触知不可能性(intangibility)と生産と消費の同時性に起
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因するサービス･クオリティの研究-概念,計測,評価といった一連の

研究-が進められてきだo｡消費者行動論の視点からは,消費者情報処

理理論をベースに,知覚リスク(perceivedrisk),知覚品質,サービスエ

ンカウンターに関する研究が行われてきた21｡

非営利組織のサービスに関しては,サービスの概念や取引特性よりも,

これまで比較的,サービスに対する認識が乏しかった医療機関や,美術

館･博物館,行政機関などについて,既存のマーケテイング論をベースに

したマーケテイング戦略が中心的に論じられてきた｡

3-2.社会的経済におけるサービス特性

社会的企業が提供するサービスは,営利組織が提供するサービスのクオ

リティ(レベル)に比べると,組織間の格差が非常に大きい｡大手の営利

組織と遜色のないサービスを提供する社会的企業もあれば,ボランタリー

性やアマチュア性を独自性(差別化要因)としたり,そうしたレベルに留

まらざるを得ないサービスを提供する組織もある｡そうしたなかで,社会

的企業が提供するサービスに共通する特性として挙げられるのは以下の点

である22｡

1.共益･公益の優先-･-営利組織が一般消費財やサービスを市場に提

供し,顧客である消費者個人の私的満足(私益)を実現しようとする

のに対して,社会的企業は組織の社会的目的(メンバーや地域への貢

献)を優先し,長期的観点から社会全体の満足(公益)を優先する｡

社会的に意義のある事業であれば,時として収益の上がりにくい領域

にも積極的に関与する｡

2.政府や市場の補填-･-社会的企業が提供するサービスは,政府(公

共サービス)や市場(営利組織)では解決できない市民ニーズに対応

することが主目的となっている｡

3.アウトプット特性--社会的企業が社会に提供するものには,商品
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(モノ)とサービス，そして「社会的行動 (socialbehaviors) 23Jが

あるO

4.互酬と協同にもとづく相互的サービス取引……社会的経済では，地

域社会の互酬(相互扶助・互恵)と協同によって相互的なサービスの

取引(サービスを相互に交換し合う関係)が行われる。

5. オルタナテイヴの提示……社会的企業は，社会的関係性・協同性の

実現，社会的目的と経済的目的の達成などによって，既存の経済社会

にアンチテーゼやオルタナティヴを提示する O

社会的企業は，利潤動機を第一義とするのではなく，社会的な目的を最

優先し，サービスを協同生産する取引関係を実現しようとする口市場や政

府では充足できない生活ニーズを自律性・民主性，協同性・連帯性，共生，

相互扶助といった価値にもとづいて充足しようとする。したがって，社会

的企業のサービスは，経済的(貨幣)価値よりも人間的な価値を実現する

サービスといえる D

社会的企業は取引をとおして「相互的サービス2~J の関係を地域社会に

実現する。営利・非営利に限らずサービス取引には利用者の関与が不可欠

であるが，営利サービスの場合は基本的に消費者の態度は受動的であるの

に対して，社会的経済では，サービス提供者と受容者との主体的な協同生

産を通じて相互的サービスが実現される O 相互的サービスとは，サービス

の提供者と受給者の区別がなく，与えると同時に受け取る，もしくは互い

が順々にサービスの提供者と受給者になるという「サービスの相互交換関

係」をいう O 高齢者支援を行うスタッフが，逆に高齢者から元気づけられ

たり人生観を学んだり，そこから相互扶助の輸が広がったりという，日常

的に交換されていながら人々の注意をほとんど引かない様々な「評価でき

ないサービスの交換」であるo それは，地域住民の自発的参画とネット

ワークに根ざしているがゆえに，営利組織や政府によっては置き換えられ

ない「人格的な関係性」を築くことができる D それ故に，地域住民は金銭
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的な報酬よりも,組織の社会的使命にもとづく相互的サービスの交換にイ

ンセンティブ(価値)を見出し,自発的に社会的企業に参画する｡しかし

それは,営利組織からみれば,時として非効率で収益性の低いサービスに

なる｡

社会的企業は,商品(モノ)やサービスとともに社会的行動を提供して

いる｡社会的行動とは,環境保全意識や社会的弱者の支援など, ｢公益の

ために人々の習慣的な行動パターンや意識を変えること｣で,社会的企業

はこれによって社会全体に意識と行動の変革を起こしていく役割を果たす｡

社会的企業による社会的行動の特性をまとめると,次のようになる25｡

1.社会的行動の提案---社会的企業は,対象顧客(支援者や会員)が

とる特別な行動を提案する(或いは,ある状況下で求められる行動結

果を誘発するような態度を代替したりする)｡

2.指針の提示と実現による顧客の実践･--社会的企業は活動の青写真

を提供し,顧客が自らの活動を通じてサービスを創出できるよう促進

する｡

3. 2次的な社会効果---社会的行動プログラムの効果は,その性格上,

即効的便益よりも2次的要求となることが多く,長期的には顧客の活

動の結果として大多数の人々への便益をもたらす｡

4.他の組織との共同---社会行動プログラムを実行するためには,関

連する設備やサービスの提供者と共同する必要がある｡

5.相互補完的組織との連合--･社会行動プログラムでは,平行した相

互補完的な活動に携わる他の組織との公式･非公式の連合が重要な役

割を果たす｡

6.法的制裁--公的機関によって推進され,また法律による支援を受

けているプログラムでは,望ましい行動を促進するために法的制裁が

適用されることもある｡

7.反対勢力との競争･--社会的行動のあるものには,自らの組織を攻
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撃する集団と競争する準備をしなければならない｡

8.ライフスタイルや価値観の変更･--社会行動プログラムは,完遂す

ることが特に困難な根強い平素の習慣的パターン(飲酒や禁煙,昔か

らのライフタイルなど)の変化に向けられる場合が多い｡

9.民意の反映---社会行動のあるものは住民全体の承諾もしくは心境

の変化が必要になる｡

3-3.社会的経済におけるサービスの交換関係(二重の取引関係)

社会的経済におけるサービス取引を研究する上で重要な点は,サービス

特性だけでなく,それがどのような交換関係に依拠しながら成り立ってい

るのかを明らかにし,その交換関係に則した分析を行うことにある｡

人間生活における交換様式には,再配分(redistribution) ,市場(mar-

ket),互酬(reciprocity)の3つのタイプがある26｡営利組織が市場交換

(商品取引)に大きく依存しているのに対して,社会的企業は,再配分,

市場,互酬の3つの交換関係に依存している｡社会的企業は,事業活動の

社会性･公共性によって,政府による再配分(補助金や助成金)を受けて

おり,さらに互酬にもとづく市民参画の地域ネットワークに依拠すること

で多様な経営資源(寄付やボランティア)を動員している｡ここでいう互

酬とは,贈与や寄付,ボランティアなど,地域の人間関係にもとづいて金

品やサービスを提供しあう交換関係である｡こうした資源をもとに収益活

動を行うことで,社会的企業は市場から利潤を獲得することができる｡

社会的企業の場合,組織と顧客(支持者や会員)との交換関係も営利組

織とは異なる｡市場における交換関係では,営利組織は顧客志向にもとづ

いて,商品の質と価格をめぐる取引関係の形成を追及する｡基本的に顧客

は受動的で,商品の提供プロセスに主体的に関与する機会は少ない｡これ

に対して社会的企業では,メンバーやコミュニティの問題解決に向けて,

地域住民の連帯と信頼関係にもとづく主体的な参画と関与が,商品の生産
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から販売に至るすべてのプロセスにおいてみられる O

さらに，社会的企業は取引をとおして相互的サービスの関係を地域社会

に実現する O それは，契約にもとづいて取引関係を提携・決済する市場取

引や，政府による財の再配分と異なるところであり，社会的企業が依拠す

る交換関係の特殊性でもある O

こうした交換関係を図示すると以下のようになる(図 3)0 

図3 社会的経済における交換関係

David E. Mason， Voluntαry Nonpro，βt Enterprise Mαnαgement， Plenum 

Press， 1984より加筆修正。

4.社会的経済におけるサービス研究の課題

本稿では，社会的経済におけるサービス取引(交換関係)の諸特性につ

いて，既存のサービス論における研究成果にもとづきながら整理していっ

た。以下では，社会的企業のサービス特性をとおして社会的経済における

サービス研究の課題について検討していく D

① 互酬にもとづくサービスの生産プロセスの分析

社会的企業は，地域社会の互酬関係一一贈与と反贈与が連鎖的に生じる

ような仕組みゃネ ットワークーーにもとづいてサービスを生産しており，

その点が営利組織のサービス生産過程とは大きく異なる点である。地域住
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民を中心とするステイクホルダーの互酬関係がサービスの生産や取引にど

のような影響を及ぼし,サービスの商品特性や取引特性として現れている

のか,社会的な共通益を創出するためのサービス生産のあり方や,市場,

再配分,互酬のハイブリッド化によるサービスの創出と循環の仕組みにつ

いて解明していく必要がある｡

②　相互的サービスの分析

社会的経済においては,地域住民がサービスを相互に交換し合う｢相互

的サービス｣の関係によって私益と共益が結ばれ,地域社会の相互依存関

係をつくることができる｡この点も営利組織や政府が提供するサービスと

異なる点である｡しかし,相互的サービスと営利サービスとの相違点や競

争関係(一方が他方よりも選好されるような条件や要因),地域社会にお

ける相互サービスの関係形成プロセスやそこにおけるサービス評価など,

解明すべき点は多い｡

③　サービス･コンセプト(メッセージ性やアイデンティティの表示)

社会的企業のサービスと営利サービスとが外見上ほとんど見分けのつか

ないものであった場合,両者を区別する基準はどこにあるのだろうか｡寺

田良一は環境NPOを例に挙げ,彼らに優位性があるとすれば,いかに運

動性を事業性に生かし, ｢社会的経済｣としての存在理由を市民にアピー

ルし,事業をいい意味で差別化していけるかという点にあると述べてい

る27｡社会的企業が提供するサービスには,独自のメッセージ性やアイデ

ンティティの表示が欠かせない｡社会的企業のサービス･コンセプトはど

のように生み出され,利用者から評価されていくのか,詳細に分析してい

く必要があるだろう｡

また,社会的企業は,社会的行動を提供することで地域社会に変革を促

す役割を果たしている｡社会的企業は,取引をとおして経済社会にオルタ

ナテイヴを提示し,今後の行動指針となるようなメッセージを付与するこ

とが必要となる｡サービス･コンセプトと同様,社会的行動の形成と利用
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者による評価･支援のプロセス解明も重要な課題である｡

以上の点を踏まえた上で,今後は個々の社会的企業をケースとして,社

会的経済におけるサービス研究を行っていくことが課題となる｡
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